





























　金融庁は，「改正貸金業法における多重債務の発生抑制の趣旨」を踏まえて，2017 年 9 月から銀
行カードローン業務に係る検査を実施し，2018 年 1 月，その検査結果を「銀行カードローン検査　
中間とりまとめ」として公表した（2）。
〈原著論文〉
大学院・政治政策学研究科 論文受理日 2018 年 7 月 2 日
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（2）融資上限枠について
　前記「中間とりまとめ」によれば，検査対象 12 行のうち，融資上限枠について「自行・他行・








　ここで金融庁は，「年収 2分の 1」基準をとる 7行中 6行について，顧客を年収別に分類した上
で「年収 3分の 1超 2分の 1以下の契約」と「年収 3分の 1以下の契約」とを「契約締結から 1年
後における代弁率」について比較し，4行では年収 3分の 1超 2分の 1以下の契約の方が全体的に
代弁率が低く，2行ではほぼ同じ代弁率であったというデータを示し，「これらの銀行においては，









における年収 3分の 1基準は，消費者金融利用者の年収が概ね 600 万円以下であり，家計調査によ
ると年収 600 万円未満の世帯の毎月の実収入から実支出を引いた額が実収入の 15％程度であるこ
とを基に，毎月の収入の 15％を返済に充てた場合に年利 18％の約定元利金を返済できるのは，概
ね年収の 3分の 1となることを踏まえたものである（6）。年収 300 万円で収入の 15％を毎月の返済
に充てるならば，その支払額は 300 万円×0.15÷12＝3 万 7500 円である。これを 3年間（月払いで











































































で当初貸付額 100 万円，返済条件は年 12 回の均等払（13），貸付利率は年 15％（1 回当たり 1．
25％），各回の支払金額は残元本 150 万円までは 2万円，150 万円を超えたら 3万円とする。
　この前提の下で，①借主の真実の返済能力が 1回当たり 2万円ならば，各回の支払のために追加
借入れをする必要はなく，約 6年後（79 回目）に完済となる。
　次に，②借主の真実の返済能力が 1 回当たり 1 万円 5000 円ならば，2 万円を支払うためには
5000 円を追加借入れする必要を生ずる。このようなカード利用の結果，完済するのは図表 1の通
り約 12 年後（145 回目）となる。
図表 1　返済可能額 15,000 円の場合（年利 15％）
回数 貸付額 支払額 利率 利息額 元本充当額 残元本
  0 ￥1,000,000 0.0125 ￥1,000,000
  1 ￥5,000 ￥20,000 0.0125 ￥12,500 ￥7,500 ￥997,500
  2 ￥5,000 ￥20,000 0.0125 ￥12,469 ￥7,531 ￥994,969
  3 ￥5,000 ￥20,000 0.0125 ￥12,437 ￥7,563 ￥992,406
… … … … … … …
143 ￥5,000 ￥20,000 0.0125 ￥411 ￥19,589 ￥18,266
144 ￥5,000 ￥20,000 0.0125 ￥228 ￥19,772 ￥3,495
145 ￥3,538 0.0125 ￥44 ￥3,495 ￥0
￥1,163,538
　さらに，③借主の真実の返済能力が 1回当たり 1万円ならば，2万円を支払うためには 1万円を
追加借入れし，3万円を支払うためには 2万円を追加借入れする必要がある。このようなカード利
用の結果，図表 2の通り約 12 年後（145 回目）に極度額の 200 万円に到達し，その時点の追加借
入可能額は 3,495 円に過ぎない。したがって，借主の真実の返済可能額 1万円を合計しても約定の
3万円を支払えず，債務不履行となる。②の場合との返済能力の差は僅か 5000 円であるが，③の
場合には完済できない。約 12 年間にわたる利息の支払総額は 246 万 1462 円にも達するのだが，債
務不履行により期限の利益を喪失し，残元本 200 万円につき即時弁済の義務を生ずる（14）。
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図表 2　返済可能額 10,000 円の場合（年利 15％）
回数 貸付額 支払額 利率 利息額 元本充当額 残元本
  0 ￥1,000,000 0.0125 ￥1,000,000
  1 ￥10,000 ￥20,000 0.0125 ￥12,500 ￥7,500 ￥1,002,500
  2 ￥10,000 ￥20,000 0.0125 ￥12,531 ￥7,469 ￥1,005,031
  3 ￥10,000 ￥20,000 0.0125 ￥12,563 ￥7,437 ￥1,007,594
… … … … … … …
100 ￥10,000 ￥20,000 0.0125 ￥18,552 ￥1,448 ￥1,492,681
101 ￥10,000 ￥20,000 0.0125 ￥18,659 ￥1,341 ￥1,501,339
102 ￥20,000 ￥30,000 0.0125 ￥18,767 ￥11,233 ￥1,510,106
103 ￥20,000 ￥30,000 0.0125 ￥18,876 ￥11,124 ￥1,518,982
… … … … … … …
143 ￥20,000 ￥30,000 0.0125 ￥24,589 ￥5,411 ￥1,981,734
144 ￥20,000 ￥30,000 0.0125 ￥24,772 ￥5,228 ￥1,996,505





















が年 15％（現行の制限利率），極度額が 200 万円ならば，約 12 年かけて破綻に至ることは前述の
通りである。しかし，貸付利率が年 8％ならば，その他の条件は同じとしても元利金を完済するこ
とが可能である。
　すなわち，極度額 200 万円の極度貸付基本契約で，当初貸付額 100 万円，返済条件は年 12 回の
均等払，各回の支払金額は残元本 150 万円までは 2万円，150 万円を超えたら 3万円とする。借主
の真実の返済能力は 1回当たり 1万円で，2万円を支払うためには 1万円を追加借入れし，3万円
を支払うためには 2万円を追加借入れする必要があると仮定する。ここまでは前述の条件と同じで
ある。ただし貸付利率が年 8％ならば，図表 4の通り約 14 年後（166 回目）であるが，完済する。
　また，計算表は省略するが，借主の真実の返済能力が 1回当たり 1万 5000 円である場合は約 7








　平成 29 年民法改正により，法定利率は年 5％から年 3％を起点とする変動制へと移行した。その
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図表 4　返済可能額 10,000 円の場合（年利 8％）
回数 貸付額 支払額 利率 利息額 元本充当額 残元本
  0 ￥1,000,000 0.0067 ￥1,000,000
  1 ￥10,000 ￥20,000 0.0067 ￥6,667 ￥13,333 ￥996,667
  2 ￥10,000 ￥20,000 0.0067 ￥6,644 ￥13,356 ￥993,311
  3 ￥10,000 ￥20,000 0.0067 ￥6,622 ￥13,378 ￥989,933
… … … … … … …
100 ￥10,000 ￥20,000 0.0067 ￥3,565 ￥16,435 ￥528,285
101 ￥10,000 ￥20,000 0.0067 ￥3,522 ￥16,478 ￥521,807
102 ￥10,000 ￥20,000 0.0067 ￥3,479 ￥16,521 ￥515,286
103 ￥10,000 ￥20,000 0.0067 ￥3,435 ￥16,565 ￥508,721
… … … … … … …
143 ￥10,000 ￥20,000 0.0067 ￥1,437 ￥18,563 ￥206,926
144 ￥10,000 ￥20,000 0.0067 ￥1,380 ￥18,620 ￥198,305
145 ￥10,000 ￥20,000 0.0067 ￥1,322 ￥18,678 ￥189,627
… … … … … … …
164 ￥10,000 ￥20,000 0.0067 ￥154 ￥19,846 ￥13,302
165 ￥10,000 ￥20,000 0.0067 ￥89 ￥19,911 ￥3,390





















②　 約定利率が年 8％以下である場合も，約定利率が法定利率の 2倍を超えるときは超過部分につ
き無効
という規律にすべきである。
















　たとえば，約定元本が 150 万円，実質的に利用可能な元本が 100 万円で，約定利率が年 12％，












が 100 万円，約定利率が年 12％，期間が 1年ならば，元本返還請求権は 100 万円，利息支払請求





円，約定利率が年 12％，弁済期は 1年後，期限前弁済した場合も 1年分の利息を支払う旨の特約
があって，4ヶ月後に期限前弁済をした場合，約定利息の額は100万円×12％×1年＝12万円である。
現行の利息制限法の解釈では，100 万円×15％×4ヶ月（3分の 1年）＝5万円まで有効である。実際





















































































































〈2018 年 6 月 4 日確認〉
⑵　https://www.fsa.go.jp/news/30/ginkou/20180126/20180126―2.pdf（金融庁ホームページ）〈2018










⑸　木村裕二「銀行カードローンの過剰与信問題」聖学院大学論叢 30 巻 1 号 91 頁，日本弁護士連合
会消費者問題対策委員会「2014 年破産事件及び個人再生事件記録調査」4 頁 https://www.
nichibenren.or.jp/library/ja/publication/books/data/2014/2014_hasan_kojinsaisei.pdf（日本弁護士
連合会ホームページ）〈2018 年 6 月 5 日確認〉
⑹　上柳敏郎・大森泰人「逐条解説　貸金業法」商事法務，2008 年，114 頁。法改正の前年である
2005 年の家計調査年報（家計収支編）〈用途分類〉1世帯当たり 1か月間の収入と支出，第 3表「年
間収入五分位・十分位階級別」，勤労者世帯，によると，年間収入五分位階級Ⅰ（357 万円以下）の
実収入は 232,571 円，実支出は 197,659 円であり，（実収入－実支出）÷実収入の比率は 15.0％，年






⑻　木村裕二「銀行カードローンと過剰貸付けの私法的効力」聖学院大学論叢 30 巻 2 号 45 頁。
⑼　例えば，山陰合同銀行の投資家向け資料である「会社説明会プレゼンテーション資料（平成 29
年 11 月）」18 頁によると，平成 29 年 9 月末における利回りは，住宅ローンの 1.38％に対し，カー
ドローン（除く教育）は 9.69％である。ふくおかフィナンシャルグループの「会社説明会 2016 年
度決算」25 頁・34 頁によると，福岡銀行・熊本銀行・親和銀行の 3行合算（2016 年度上半期）で




7 月 2 日確認〉
⑽　2018 年 6 月現在で，みずほ銀行の教育ローンは年利 4.25％，自動車購入に利用できる多目的ロー




loan_kinri.html，http://www.smbc.co.jp/kojin/kinri/loan.html，〈いずれも 2018 年 6 月 12 日確認〉
⑾　前掲木村「銀行カードローンと過剰貸付けの私法的効力」51 頁
⑿　みずほ銀行カードローンにおける毎月の返済額は，残高 50 万円なら 1万円，残高 100 万円なら 2
万円，残高 150 万円なら 3万円，残高 200 万円なら 4万円，などである。三菱UFJ 銀行のカードロー
ンバンクイックにおける毎月の返済額は，残高 50 万円なら 1万円，残高 100 万円なら 2万円，残
高 150 万円なら 3万円，残高 200 万円なら 4万円，などである。三井住友銀行カードローンにおけ
る毎月の返済額は，残高 50 万円なら 1万円，残高 100 万円なら 1万 5000 円，残高 150 万円なら 2
万円，残高 200 万円なら 2万 5000 円，などである。https://www.mizuhobank.co.jp/setsumeisho/
pdf/card.pdf，http://www.bk.mufg.jp/kariru/card/banquic/pdf/banq_setsumei.pdf，http://
www.smbc.co.jp/kojin/cardloan/pdf/goriyou_guide.pdf，〈いずれも 2018 年 6 月 11 日確認〉。
⒀　単純化のため暦日を捨象し，1年につき 12 回の完全な均等払いとする。一期間の長さは，30日＋








1995 年 4 月は 3％台，1995 年 5 月～1996 年 10 月は 2％台，1996 年 11 月～2013 年 1 月は 1％台，
2013 年 2 月～2014 年 4 月は 1％～0.872％の間，2014 年 5 月以降は 0.997％～0.6％の間を推移して
いる。http://www.stat-search.boj.or.jp/ssi/cgi-bin/famecgi2
⒄　柴田武男「利息制限法における金利規制構造と改正問題」聖学院論叢 21 巻 1 号 11～25 頁
⒅　最判昭和 52 年 6 月 20 日民集 31 巻 4 号 449 頁
⒆　現行利息制限法は，利息天引の場合に超過利息の額について元本返還請求権の額が制限される旨
を規定するが，実際の受領額を超えて元本返還請求権が発生しうることは否定しない。たとえば約
定元本 200 万円，天引利息 40 万円，弁済期 1年後とする場合，制限利息は 160 万円×15％×1年＝
24 万円，超過利息は 16 万円だから，184 万円の元本返還請求権を認める。しかしそれは，実際の
受領額 160 万円を超えている。実際の交付額を超えて元本は発生しないとするならば，元本は 160
万円であり，約定元本 200 万円との差額 40 万円は，法的には「元本以外の金銭」すなわち「みな
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し利息」（利息制限法 3条）であって，1年につき 24 万円の制限利息までは認められるから，合計
184 万円の支払請求ができる。その内訳は現行 2条と違って，元本 160 万円・利息 24 万円である。
⒇　最判平成 15 年 7 月 18 日民集 57 巻 7 号 895 頁
21　最大判昭和 39 年 11 月 18 日民集 18 巻 9 号 1868 号
22　最小判平成 19 年 2 月 13 日民集 61 巻 1 号 182 頁参照。木村裕二「過払金の充当問題」聖学院大
学論叢 29 巻 2 号 49 頁












%83%B3%E8%A6%8F%E7%B4%84%27〈いずれも 2018 年 6 月 26 日確認〉
25　多くのカードローンでは 70 歳以後は更新できないとするが，借主が 70 歳まで安定雇用されて退












回目（約 8年後）で既払利息総額と残元本額がいずれも 1,492,681 円で等しくなる。図表 4の場合（年










Bankcard Loans and Legislative Topics Related 
to Interest Rate Restrictions
Yuji KIMURA
Abstract
　 The proposal of Legislation of Money Lending Business Act: A guaranteed contract by a 
money lender pertaining to a loan contract with a bank, which should be included in objectives 
of the excessive loans regulation.
　 The proposal of Legislation of Interest Rate Restriction Act: If the interest rate exceeds 8% 
per annum or exceeds the statutory interest rate by twice the rate, the agreement shall be void 
in relation to the excess portion.
　 The proposal of Legislation of Civil Code: In a contract for a revolving credit loan with 
interest, if the total amount of the interest has exceeded the principal amount or if the loan is 
excessive, the borrower may cancel the contract for interest (the cancellation to be effective 
solely in the future) and may return the principal at the time specified in the contract.
Key words:  Bankcard loan，Guarantee Contract by Money Lender，Reduction of the limit rate 
of interest，Contract for a Revolving Credit Loan，Cancellation of the Contract for 
Interest
